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上場維持基準の適合に向けた計画に基づく進捗状況（改善期間入り） 
および計画書の更新（計画期間の変更）について 

 

 

当社は、2021年 12月 20日に、「新市場区分の上場維持基準の適合に向けた計画書」を提出し、その内容

を開示しております。 

この度、東京証券取引所より「上場維持基準（分布基準）への適合状況について」を受領し、改善期間入

りしていることから、当社の基準日である 2025 年３月 31 日時点における計画の進捗状況等について、下

記の通り作成しましたので、お知らせいたします。 

なお、計画期間も変更しておりますので、併せてお知らせいたします。 

記 

 

１．当社の上場維持基準への適合状況の推移及び計画期間 

当社の 2025年３月末時点におけるスタンダード市場の上場維持基準への適合状況は、以下のとおりと

なっており、流通株式比率は基準に適合していないため、現在改善期間に入っております。当社は、2026

年３月末までに 上場維持基準に適合するために、引き続き各種の取組を進めてまいります。なお、流通

株式比率基準について、2026年３月 31日までの改善期間内に適合していることが確認できなかった場合

には、東京証券取引所より監理銘柄（確認中）に指定されます。その後、当社が提出する 2026年３月 31

日時点の分布状況表に基づく東京証券取引所の審査の結果、流通株式比率基準に適合している状況が確

認されなかった場合には、整理銘柄に指定され、当社株式は 2026年 10月１日に上場廃止となります。 

 

 

 
株主数 

（人） 

流通株式数 

（単位） 

流通株式 

時価総額 

（億円） 

流通株式比率 

（％） 

当社の 

適合状況 

及び 

その推移 

2021年６月末時点 

移行基準日 
4,777人 74,957単位 100.7億円 23.4％ 

2024年３月末時点 5,997人 72,577単位 90.5億円 23.5％ 

2025年３月末時点 5,986人 70,745単位 83.1億円 23.3％ 

上場維持基準 400人 2,000単位 10.0億円 25.0％ 

計画期間（改善期間） ― ― ― 2026年３月末 

 



 

 

 

※当社の適合状況は、東京証券取引所が基準日時点で把握している当社の株券等の分布状況等をもとに算

出を行ったものです。 

 

２．上場維持基準への適合に向けた取組の実施状況及び評価 

当社は、経営環境や経営課題の変化に柔軟に対応することで、「利益ある成長」を実現し、継続的な企

業価値の向上を目指しております。今後もコーポレート・ガバナンスの実効性を確保し、投資家から安心

して投資いただく対象であり続けることを念頭に、スタンダード市場の上場維持基準への適合に取り組

んでまいります。 

ステークホルダーへ公平かつ正確な情報開示を継続的に行いつつ、流通株式を増加させることで投資

環境の活発化へとつなげることが、当社株式の価値の向上に向けた課題であると認識しております。 

課題の解決に向けて、当社株式を保有していただいている取引先企業並びに関係会社役員等より保有

株式を売却いただきましたが、その他の事業法人による当社株式取得などの理由から、2025 年３月末時

点では上場維持基準に適合することは出来ませんでした。 

さらなるＩＲ活動の推進・強化、親会社並びに当社株式を保有していただいている取引先企業との交渉

を進め、上場維持基準に適合するようにしてまいります。 

 

３．上場維持基準に適合していない項目ごとのこれまでの状況を踏まえた今後の課題と取組内容 

当社株式の価値を高めるためには、当社が利益ある成長を実現し、継続的に企業価値を向上させていく

ことが重要であると考えております。 

そのためには、現在の方針であるストック収益の拡大を中長期的に実行していくことが必要であると

考えております。ストック収益とは、お客様に継続して提供するサービスによる毎月の利用料等から、サ

ービス提供にかかる原価・費用等を除いた利益でありますが、提供中サービスの保有顧客数増加に向けて

取り組むとともに、ストック収益のさらなる拡大につながる新サービスの開発・販売を推進し、安定した

収益基盤の拡大につなげることで、企業価値の向上を実現できるよう努めてまいります。 

また、新サービス開発への投資のための内部留保を勘案しつつも、株主様へは配当の継続に努力すると

ともに、投資家様へは投資を検討いただけるよう、引き続き自社ＷＥＢサイトでの情報発信を積極的に行

うなど、ＩＲへの取り組みを強化し株式価値の向上を実現してまいります。 

流通株式比率の向上に対しては、引き続き親会社並びに当社株式を保有していただいている取引先企

業との相談を行います。また保有している自己株式の消却もあわせて検討してまいります。 

 

以 上 

 


